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第 1 章 研究背景と目的 

1.はじめに 

日本の高年齢者雇用問題については、過去から現在に至るまで、その時代に応じた制度

を構築してきているが、2030年には労働者の５人に１人が 60歳以上となるという近年の

少子高齢化の急速な進行を踏まえ、2013年４月に、いわゆる「改正高年齢者雇用安定法」

が施行され、定年を 60歳から 65歳に引き上げる法整備を行った。現在はその経過措置期

間で、2025年 4月から 65歳定年制はすべての企業の義務になる予定である。 

日本では、就業については、経済的な理由とともに仕事を通して生きがいを獲得する

という位置づけが強い。同時に、現代の高齢者は昔と比較して心身共に健康であり、労

働者として活躍できる[1][2]。したがって、活き活きと働く高齢者が若年者と一緒に就

労している会社は、しなやかでかつ強靭な高い競争力を持つといわれている。すなわ

ち、「高齢者の活用」は産業界全体の課題であり、各企業において数々の取り組みがな

されてきている[7]。 

全年齢層の就業者が生き生きと働くという指標に仕事満足度がある。仕事満足度の向上

を図ることは、企業と就業者それぞれにとってメリットがある。企業にとってのメリット

については、仕事満足度の低下が離職する従業員の数に影響すること[3][4]、さらに生産

性の低下にも関連することが示されている[5]。これらを考慮すると仕事満足度を高める

ことは企業サイドから見た場合においても有益であることが分かる。就業者によってのメ

リットについては、仕事満足度が高い人では、主観的健康度が高く、自覚症状も少ない、

さらに精神健康も良いなど健康状態が良好であること、加えて自己実現や生きがいの高い

ということが示されている[8]。 

 

2.先行研究 

2.1仕事満足度の規定要因 

これまでの仕事満足度の規定要因に関する研究は、自由裁量[11][12][13][14]、労働時

間[15][16]、職場環境[17][18]、給与[19][20]、雇用形態（正規・非正規）という 5つの

側面からの考察が挙げられる。 

 

2.2既存研究の問題点 

学術文献データベースに「高年齢労働者」「仕事満足度」「高齢労働者」「職務満足度」

をキーワードとして検索したが、ヒットする研究がなかった。仕事満足度に関する既存の

研究では、研究対象者として男女とともに年齢層が 20歳代から 60歳代までである。すな

わち、高齢者の仕事満足度に関する実証分析が行われておらず、高齢者の仕事満足度の関

連要因は明確ではない。高年齢労働者の仕事満足度についての研究は不十分だと考えられ

る 

 

3.研究目的 

本研究では、日本の男性高年齢労働者の仕事満足度の関連要因を明らかにすることであ

り。その際、高齢者の雇用形態を分析軸とする。すなわち、正規従業と非正規従業という

雇用形態によって仕事満足度に関連する要因に違いがあるか否かかも明らかにする。 
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第 2 章 研究方法 

1.分析対象 
本研究では、『中年期男性の生活の送り方に関する調査』（高齢者における健康の社会

階層格差のメカニズムとその制御要因の解明プロジェクト、研究代表者：桜美林大学大学

院国際学術研究科・杉澤秀博）の二次分析を行った。このデータベースは、次のような方

法でデータが収集された。全国 55～64 歳男性の中から、住民基本台帳から層化無作為抽

出法により 2,500 人の調査対象者を選んだ。この対象者に対して訪問面接調査を実施し、

919 名に対して調査が完了した。 

 

2. 分析項目 

1）関連要因 

関連要因は、既存研究で仕事満足度に影響する要因として指摘されている(1)自由裁

量、(2)労働時間、(3)職場環境、(4)給与の４面から設定した。 

2) 仕事満足度 

仕事満足度について、全体的な仕事満足度を 1項目で把握した。 

3）雇用状態 

「正規従業」と「非正規従業」の 2区分とした。「非正規従業」には「パート・アルバ

イト」「嘱託」「派遣社員」「契約社員」が含まれる。 

4）調整変数 

主観的健康、学歴、就業年数を用いた。  

 

3.分析方法 
データベースでは、わからない、無回答という欠損の項目を含むケースがみられた。

複数の項目で構成されるスケールの場合には、欠測の項目に当該項目の平均値を代入し

て補完した。1項目以上欠損したサンプルは削除した。その結果、分析の対象者数は 704

となった。「正規従業」と「非正規従業」の各群について、従属変数に仕事満足度を、

独立変数に関連要因と調整変数を投入し、それぞれ重回帰分析を用いて行った。本研究

で使用した統計ソフトは SPSS 26.0である。本研究の有意水準は＜.05であった。 

 

第 3 章 結果 

1.回答者の特性 
正規従業のケース数は 407、非正規従業のケース数は 144であった。正規従業と非正

規の仕事満足度はそれぞれ 1.15点と 1.24点であり、非正規の方が有意に高かった。正

規と非正規の間では、労働環境と職場の人間関係を除いてほとんどの変数の分布で有意

差がみられた。 

 

2.重回帰分析の結果 
正規従業については、自由裁量、能力の活用、人間関係と給料の増加が仕事満足度に

対して有意な正の影響をもっていた。非正規従業については、能力の活用と人間関係が

仕事満足度に有意な影響をもっていたものの、自由裁量と給料増減は有意な影響をもっ

ていなかった。 
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第 4 章 考察  

本研究では、日本の男性の高年齢労働者を対象に、正規従業、非正規従業の 2群に分

け、仕事満足度に関連する要因を明らかにした。労働時間については、各群とも仕事満

足度に有意な影響が見られなかった。有意でなったのは各職種や業種では実際の労働時

間がかなり異なり、その意味も異なっていることから、影響が有意でなかった可能性が

ある。しかし、結果の追試が必要であろう。労働環境について、いずれも仕事満足度に

有意な影響をもっていなかった。有意でなかったのは、正規従業の男性高年齢労働者の

場合、労働環境に対して包容的な態度を取っていることが原因している可能性がある。 

能力の活用と職場の人間関係については、両群とも仕事満足度を有意に向上させるこ

とが明らかになった。既存研究と同じように、能力の活用については、高齢期になって

も仕事の場においても積極的に自身の知識や能力を発揮できることが仕事満足度の向上

につながることが示唆された。給料の増加について、正規従業者の場合、仕事満足度の

向上に有意に関連していた。しかし、非正規従業においては仕事満足度への影響は有意

ではなかった。 

研究では、いくつか解消すべき課題が残されている。第 1には、労働時間について、

各職種や業種では、その意味が異なっている可能性がある。職業や業種に分けて、労働

時間の仕事満足度への影響を分析することが必要である。第 2には横断研究であること

から、仕事満足度と要因との因果関係の特定には慎重を要する。縦断調査による検証が

必要である。 

 

第 5 章 結論  

本研究では、これまで十分に議論されてこなかった日本の男性高年齢労働者の仕事満

足度に関連する要因を実証に明らかにした。分析の際には、雇用状態によって仕事満足

度の関連要因の違いに着目した。分析の結果から、正規・非正規のいずれも場合も能力

活用と職場の人間関係が仕事満足度の向上に有意な影響があることがあること、しかし

自由裁量と給料の増加については、正規従業のみ仕事満足度を高めることに貢献するこ

とが示唆された。 
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